
４月23日開催会 議 等

財務局長会議の開催
～岩田内閣府副大臣の挨拶～

令和８年４月23日（水）、今事務年度４回
目となる財務局長会議※1を開催し、岩田内閣
府副大臣（金融担当）が参加者に向け挨拶を
いたしました。

＜岩田内閣府副大臣挨拶概要＞
国会提出法について、２月27日に「金融機

能の強化のための特別措置に関する法律等の
一部を改正する法律案」が、４月10日に「金
融商品取引法及び資金決済に関する法律の一
部を改正する法律案」が閣議決定され、今国
会に提出された。「金融機能の強化のための
特別措置に関する法律等の一部を改正する法
律案」は、人口減少等の環境変化の中で、地
域金融機関等が経営基盤の強化を図り、地域

経済に貢献する役割を十分に発揮していくた
めの環境整備の一環として、自己資本の充実
を図る地域金融機関等に国が資本参加を行う
制度と、合併や経営統合を実施する地域金融
機関等に対し、国が資金交付を行う制度につ
いて、申請期限の延長や制度の拡充などの措
置を講ずるもの。次に、「金融商品取引法及
び資金決済に関する法律の一部を改正する法
律案」は、我が国の金融・資本市場の変化に
対応しつつ、成長資金供給を拡大するととも
に、市場の公正性・透明性及び投資者保護を
確保するため、暗号資産取引に係る規制の見
直し、企業のサステナビリティ情報の開示と
監査証明に係る制度の整備、スタートアップ
企業への成長資金供給の拡大に係る開示制度
の見直し及び不公正取引に係る課徴金の算定
方法の見直し、などの措置を講ずるもの。地
域金融機関等の経営基盤を強化するとともに、
市場の公正性・透明性及び投資者保護の確保、
成長資金の供給拡大に向け、これらの２法案
の今国会における成立を目指して全力で取り
組んでいく。※２

NISA拡充について、令和６年１月に新NISA
が開始され、足元では18歳以上の国民の４人
に１人がNISA口座を保有するに至るなど、一
定の成果が見られる。今年３月末に成立した
令和８年度の税制改正法において、あらゆる
世代が自身のライフプランに沿った形で資産
形成を行えるよう、一層の充実が図られた。

※1 金融庁では、法令に基づき、地域の民間金融機関等の検査・監督に係る権限の一部を全国11の財
務省財務（支）局等（内閣府沖縄総合事務局を含む）に委任しているところ、金融庁と財務（支）局
等との間で十分な連携を図る観点から、３か月に一度、財務（支）局長等及び金融庁幹部が集まり、
会議を開催している。
※２ 「金融機能の強化のための特別措置に関する法律等の一部を改正する法律案」については、４月
24日に成立、５月７日に公布した。

写真：挨拶をする岩田内閣府副大臣
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具体的には、次世代の資産形成を促進し、長
期・安定的な投資を通じて、成人後のライフイ
ベントに伴う必要資金を備えることを支援する
ため、つみたて投資枠の年齢要件を撤廃し、０
歳から17歳までの間の年間投資枠を60万円、非
課税保有限度額を600万円とすることとなった。
また、若年層や高齢層が、投資の第一歩を踏み
出しやすくする観点から、つみたて投資枠に、
債券を中心とする投資信託の充実を図るほか、
つみたて投資枠の指定株式指数に一定の株式指
数を追加するなど、対象商品の拡充等を行うこ
ととなった。これらの制度改正の趣旨を踏まえ、
財務局におかれては制度の円滑な周知・定着及
び適切な運用に向け、引き続き、ご尽力いただ
きたい。
事業性融資推進法の施行について、５月25

日の施行に向けて、金融機関の現場担当者とと
もに、実務に即した議論を計11回重ねるなど、
制度の趣旨や考え方が「現場の担当者に腹落ち
する」形で共有されるよう、取組を進めてきた。
こうした議論の成果として、４月10日には「事
業者と金融機関の信頼関係に基づく事業性融資
に関する基本的な考え方（案）」をパブリック
コメントに付すとともに、先日、全国銀行協会
から「企業価値担保権の活用に向けたポイン
ト」が会員金融機関向けに回付された。企業価
値担保権は、一朝一夕に定着するものではなく、
息の長い取組となり、「現場の担当者の腹落
ち」を最優先にしながら、スモールスタートで
着実に育てていくことが重要と考える。本制度
の趣旨が現場に根付くよう、金融庁とも連携し
ながら、管内金融機関との対話を丁寧に重ねて
いただきたい。
金融を取り巻く環境が大きく変化する中に

あって、現場における丁寧な対応と継続的な対
話の積み重ねが不可欠であり、財務局の役割は
一層重要となる。引き続き財務局と緊密に連携
しながら、全力で取組んでいくので、一層のご
理解とご協力をいただきたい。
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財務局長会議では、副大臣からの挨拶のほか、
財務局長と金融庁幹部が、金融行政の当面の課
題や金融庁の取組み等について意見交換を行い
ました。こうした課題等について、財務局長と
認識を共有するとともに、引き続き金融庁・財
務局が一体となって取り組んでいくことを確認
しました。

写真：財務局長会議の模様
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